
1 継続事業の前提に関する注記
　  該当なし。

2 重要な会計方針

　  (1) 有価証券の評価基準及び評価方法
　　　  満期保有目的の債券・・・償却原価法（定額法）によっている。
        満期保有目的の債券並びに子会社及び関連会社株式以外の有価証券

        　　　　　　　　　　定）によっている。

　  (2) 固定資産の減価償却の方法
　　　  建物及び附属設備・・・定率法による減価償却を実施している。
　　　  什器備品・・・・・・・定率法による減価償却を実施している。
　　　  ソフトウエア・・・・・定額法による減価償却を実施している。

　  (3) 引当金の計上基準

　  　　「リース取引に関する会計基準」及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」を適用し

　  (5) 消費税等の会計処理
　　　  消費税等の会計処理は、税込み方式によっている。

3 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　  基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位：円）

科　　　目 前 期 末 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 当 期 末 残 高

基本財産

　定期預金 1,940,961,000 1,653,851,000 1,762,642,000 1,832,170,000

　投資有価証券 3,572,116,567 602,153,995 500,000,000 3,674,270,562

    小  計 5,513,077,567 2,256,004,995 2,262,642,000 5,506,440,562

特定資産

　事業安定積立資産

　 定期預金 200,000,000 200,000,000 200,000,000 200,000,000

　助成事業安定資産

　 定期預金 90,000,000 250,000,000 330,000,000 10,000,000

　福利厚生事業積立資産

　 定期預金 500,000,000 2,001,424,021 2,001,424,021 500,000,000

　福利厚生事業資産

　 定期預金 74,742,146 142,452,768 150,927,100 66,267,814

　役員退職慰労引当資産

　 定期預金 2,224,750 0 2,224,750 0

　退職給付引当資産

　 定期預金 12,563,250 23,968,500 23,775,250 12,756,500

小     計 879,530,146 2,617,845,289 2,708,351,121 789,024,314

合     計 6,392,607,713 4,873,850,284 4,970,993,121 6,295,464,876

　　　　ている。なお、リース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

５． 財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

　　　　時価のあるもの・・・期末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算

　　　  退職給付引当金・・・職員の退職給付に備えるため、職員退職手当支給規程に基づく自己都

　　　　賞与引当金・・・職員等に対する賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当事業年度

　　　　　　　　　　　　　　合退職による期末要支給額を計上している。
　　　  役員退職慰労引当金・・・役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、役員慰労金支給規
　　　　　　　　　　　　　　　　程に基づく期末要支給額を計上している。

　　　　　　　　　　　　に帰属する額を計上している。

　  (4) リース取引の処理方法

　　　  は、引き続き通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用している。
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4 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　  基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円）

(うち指定正味財産 (うち一般正味財産 (うち負債に対応

　からの充当額) 　からの充当額) 　する額)

基本財産

　定期預金 1,832,170,000 (10,000,000) (1,822,170,000) －

　投資有価証券 3,674,270,562 － (3,674,270,562) －

    小  計 5,506,440,562 (10,000,000) (5,496,440,562) －

特定資産

　事業安定積立資産

　 定期預金 200,000,000 － (200,000,000) －

　助成事業安定資産

　 定期預金 10,000,000 － (10,000,000) －

　福利厚生事業積立資産

　 定期預金 500,000,000 － (500,000,000) －

　福利厚生事業資産

　 定期預金 66,267,814 － (66,267,814) －

　役員退職慰労引当資産

　 定期預金 0 － － 0

　退職給付引当資産

　 定期預金 12,756,500 － － (12,756,500)

小     計 789,024,314 － (776,267,814) (12,756,500)

合     計 6,295,464,876 (10,000,000) (6,272,708,376) (12,756,500)

5 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位：円）

科　　　目 取　得　価　額 減価償却累計額 当 期 末 残 高

建物及び附属設備 2,079,000 601,054 1,477,946

什 器 備 品 9,948,705 8,104,983 1,843,722

ソフトウエア 345,030 120,760 224,270

合　　　計 12,372,735 8,826,797 3,545,938

6 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　  満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

(単位：円）

科　　　目 帳　簿　価　額 時　　　価 評  価  損  益

国　　債 1,875,055,918 1,981,617,900 106,561,982

地 方 債 999,580,528 1,020,566,000 20,985,472

政府保証債 299,634,116 314,036,200 14,402,084

財　投　債 500,000,000 512,250,000 12,250,000

合　　　計 3,674,270,562 3,828,470,100 154,199,538

科　　　目 当 期 末 残 高
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